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「国際裁判管轄法制に関する中間試案」
に対する意見
森 田 博 志
以下の文章は、「国際裁判管轄法制に関する中間試案」（以下、「中
間試案」とする）に対する意見募集期間の最終日直前である平成２１
年８月３０日に法務省民事局参事官室に送付した愚見である。以下で
は、本文において、本稿を目にされる方の便宜を考えて各項目の冒
頭に「中間試案」の内容を示したうえで、私見を記し、他の意見等
の若干の関連情報についての簡潔な注を付する。
なお、国際裁判管轄の規定を新設するための民訴法等改正案は、
昨年（平成２２年）の通常国会と臨時国会のいずれにおいても提出され
たが、前者においては参議院本会議での採決を残すのみのところで
審議未了により廃案に、後者においては改めて衆議院を通過したが
参議院において継続審査に付されることとなり、平成２３年２月２１日
現在、未だ成立していない。
「国際裁判管轄法制に関する中間試案」に対する意見
（千葉大学教授 森田博志）
国際裁判管轄に関して裁判所が採用する「特段の事情論（修正逆推知
説）」およびそれに基づく具体的な事案処理は概ね支持できるものであ
り、そもそも立法は不要である１と考える者であるが、「中間試案」の一
部につき立法を前提とした愚見を申し上げる（意見の順序は、「中間試案」
のそれを若干変更する。また、意見を示さない点は、賛否いずれでもない）。
資 料
１ 「『国際裁判管轄法制に関する中間試案』に対して寄せられた意見の概要」
（以下、「意見の概要」とする）２頁において引用されている。周囲には同意
見の者も少なくないのだが、寄せられた意見としては、一人説のようであ
る。部外者は、高みの見物が賢明なのではあろう。
千葉大学法学論集 第２５巻第４号（２０１１）
１８１
第６ 国際裁判管轄に関する一般的規律
裁判所は、第１から第５までの規律によって日本の裁判所に訴えを
提起することができる場合においても、事案の性質、当事者及び尋問
を受けるべき証人の住所、使用すべき検証物の所在地その他の事情を
考慮して、当事者間の衡平を害し、適正かつ迅速な審理の実現を妨げ
ることとなる特別の事情があると認めるときは、訴えの全部又は一部
を却下することができるものとする。
第６ 国際裁判管轄に関する一般的規律―賛成（但し、 若干の疑問あり）。
最判昭和５６年１０月１６日民集３５巻７号１２２４頁（マレーシア航空事件）の後、
東京地裁を中心とする下級審が積み上げ、最判平成９年１１月１１日民集５１
巻１０号４０５５頁において最高裁も採用するに至った、「特段の事情論（修正
逆推知説）」を規定化することには賛成である２。
ただ、諸判決が掲げる「当事者間の公平」という理念における「公平」
を、何故に一般人になじみの薄い「衡平」と言い換えるのか。国民には、
分かりにくい言葉遣いではないか（民訴法１７条の存在は、理由にならな
い）。疑問である。
なお、緊急管轄の規定を置かないのであれば、「第１から第５までの
規律」について「日本の裁判所に訴えを提起することができる場合」を
緩やかに設定しておく必要があるはずだが、これら５つの規律には「管
轄配分説（修正類推説）」の影響が強く出ている部分があり、その部分に
ついては本規律との間で整合性を欠くことになってしまっているのでは
ないか３。
２ 「意見の概要」４０頁によれば、大多数が賛成の意見であったようである。
３ この段落の記述は、「意見の概要」４１頁において引用されている。ちなみ
に、「国際裁判管轄法制の整備に関する要綱」（以下、「要綱」とする）におい
ても、緊急管轄の規定を設けることは考えられていない（民訴法改正案にお
いても、同様である）。
「国際裁判管轄法制に関する中間試案」に対する意見
１８２
第１ 人に対する訴え等についての管轄権
（中略）
３ 法人その他の社団又は財団に対する訴え
 法人その他の社団又は財団に対する訴えは、その主たる事務所又
は営業所が日本国内にあるときは、日本の裁判所に提起することが
できるものとする。
 法人その他の社団又は財団に対する訴えは、その事務所又は営業
所がない場合又はその所在地が知れない場合において、その代表者
その他の主たる業務担当者の住所が日本国内にあるときは、日本の
裁判所に提起することができるものとする。
第２ 契約上の債務の履行の請求に係る訴え等についての管轄権
（中略）
４ 事務所又は営業所を有する者等に対する訴え
 日本国内に事務所又は営業所を有する者に対する訴えでその事務
所又は営業所における業務に関するものは、日本の裁判所に提起す
ることができるものとする。
 日本国内において事業を継続してする者に対する訴えでその者の
日本における業務に関するもの（上記の訴えを除く。）は、日本の
裁判所に提起することができるものとする。
第１の３ 法人その他の社団又は財団に対する訴え ―「主たる」を
削除すべきである４。
第２の４ 事務所又は営業所を有する者等に対する訴え ―削除（但
し、第１の３を上記のように変更することが前提）５。
せめて１点、ぜひ要綱案においてご確認いただきたい。現行民訴法で
４ 「意見の概要」４―５頁において、以下の記述も踏まえて簡潔に引用され
ている。
《資 料》
１８３
は４条５項に相当する規定により日本に管轄が認められたマレーシア航
空事件６の事案について、被告はマレーシアに本店を有していたため、
第１の３による管轄は日本に認められなくなる〈この点には反対であ
り、被告が日本に営業所を有していた以上、原則として日本に管轄を認
める規定にすべきである〉７。他方、第２の４によれば「日本国内……
の事務所又は営業所における業務に関するもの」であったか否かが重要
な基準となるが、マレーシア航空事件の事案についてはどのように判断
されるのか（業務関連性の有無については、争いがある。塩崎勤〔調査官解
説〕法曹時報３７巻６号（１９８５年）１８２―１８３頁参照）。日本に管轄を認めたマレー
シア航空事件最高裁判決の結論に賛成するのが多数説だと思われるので
あり、この点の確認くらいは明確にしておいていただきたい８。
また、このような事案においては、旅客運送契約の一方当事者（被害
者）が「消費者」に該当するとは限らず、他方、被害者の遺族などにつ
いて弱者保護が要請される事案も多いであろうことは十分に想定でき
る９。
なお、については、いずれもの趣旨に合わせることになるので、
省略する。
５ 「意見の概要」１１頁において引用されている。
６ 最判昭和５６年１０月１６日民集３５巻７号１２２４頁。
７ 「意見の概要」５頁に引用されている、に対する反対意見も私見と同趣
旨のようであるが、いずれにしても残念ながら少数意見である。
８ この点も、「意見の概要」１１頁において簡潔に引用されている。ちなみに、
意見募集期間最終日の１か月足らず後に公表された、法制審議会国際裁判
管轄法制部会の委員３名と幹事１名による座談会である、高橋宏志＝横山
潤＝手塚裕之＝山本和彦「〔座談会〕国際裁判管轄に関する立法の意義」ジュ
リスト１３８６号（２００９年）４頁、１６頁には、「マレーシア航空事件判決を否定す
る趣旨で中間試案を作ったわけではないということは、はっきりしている」
との高橋部会長の発言がある（収録は、意見募集期間前の７月１５日）。しか
し、この点が要綱に注意書きされなかったことは、極めて遺憾である。
９ 高橋ほか・前掲（注８）１５頁の横山発言を始め、この観点が欠落している
ように思われる。
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１８４
３ 財産権上の訴え
（略）
【甲案】財産権上の訴えで金銭の支払の請求を目的とするものは、
差し押さえることができる被告の財産の所在地が日本国内にあ
るときは、日本の裁判所に提起することができるものとする。
【乙案】
ア 財産権上の訴えで金銭の支払の請求を目的とするものは、差
し押さえることができる被告の財産の所在地が日本国内にある
ときは、日本の裁判所に提起することができるものとする。
イ 外国裁判所が、差し押さえることができる被告の財産が当該
外国に所在することのみにより、その管轄権を行使した場合に
は、その外国裁判所の確定判決は効力を有しないものとする。
【丙案】財産権上の訴えで金銭の支払の請求を目的とするものは、
原告の申立てにより日本国内に所在する被告の財産に対し仮差
押えがされているときは、日本の裁判所に提起することができ
るものとする。
第２の３ 財産権上の訴え ―甲案に賛成。
「特段の事情論」を積極評価する立場からは、ここでも緩やかな規定
を置いておき、第６の規律によって個別の事案に即して具体的妥当性を
図るのが筋だと考える１０。
６ 不法行為に関する訴え
不法行為に関する訴えは、不法行為があった地が日本国内にあると
きは、日本の裁判所に提起することができるものとする。ただし、加
１０「意見の概要」９頁において引用されている。同前頁によれば、甲案に賛
成する意見が３分の２を占めたようである。ところが、「要綱」第２の３で
は、「ただし、差し押さえることができる被告の財産の価額が著しく低いと
きは、この限りでないものとする。」との但書が付された（民訴法改正案３
条の３第３号も同旨）。
《資 料》
１８５
害行為の結果が発生した地のみが日本国内にある場合において、その
地における結果の発生が通常予見することのできないものであったと
きは、この限りでないものとする。
（注）
「不法行為があった地」とは、加害行為が行われた地と加害行為
の結果が発生した地の双方を意味する。
第２の６ 不法行為に関する訴え―「ただし」以下を削除すべきである。
日本における結果の発生が通常予見することができない場合であって
も、日本における被害者にとって外国のメーカー等に対する損害賠償請
求訴訟を他国で提起することが過大な負担になる場合がありうること
は、容易に想定できる。「ただし」以下は、外国の加害者の保護に傾き
すぎたものであり１１、その保護は第６の規律の一要素として個別の事案
に即して判断すれば足りると考える。
また、（注）には賛成である。なお、二次的・派生的な損害の発生地も
「不法行為があった地」に含めるのは穏当である１２。
（第２についての後注）
債務不存在確認の訴えについては、特段の規律を置かないものとする。
（第２についての後注）―賛成。
債務不存在確認の訴えについては、対象債務、管轄原因等が多様であ
りうるとの「補足説明」１３に特に異論はない。
１１ 以上の記述は、「意見の概要」１５頁において引用されている。なお、「た
だし書を設けることについて反対」する意見は他にもあったが、少数にと
どまった。
１２ これは、二次的・派生的な損害を「不法行為があった地」から排除する
規定を設けなかったことを肯定的に評価したものである。この点について
は、「国際裁判管轄法制に関する中間試案の補足説明」（以下、「補足説明」
とする）２２―２３頁を参照。
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１８６
第４ 個別分野の訴えについての管轄権
（中略）
３ 消費者契約に関する訴え
 消費者（個人（事業として又は事業のために契約の当事者となる場
合におけるものを除く。）をいう。）と事業者（法人その他の社団又は
財団及び事業として又は事業のために契約の当事者となる場合にお
ける個人をいう。）との間で締結される契約（労働契約を除く。以下
「消費者契約」という。）に関する消費者から事業者に対する訴えは、
【甲案】訴えの提起の時又は当該消費者契約の締結の時における消
費者の住所
【乙案】当該消費者契約の締結の時における消費者の住所
が日本国内にあるときは、日本の裁判所に提起することができるも
のとする。
（略）
 消費者と事業者との間の民事上の紛争を対象とする管轄権に関す
る合意は、次に掲げるときに限り、その効力を有するものとする。
（ア略）
イ【甲案】消費者契約の締結の時における消費者の住所がある国の
裁判所を訴えを提起することができる裁判所として定める合
意（その国の裁判所のみを訴えを提起することができる裁判
所として定める合意を除く。）であるとき。
【乙案】第２の規律により管轄権を有することとなる事由及び消
費者契約の締結の時における消費者の住所が特定の国にある
場合において、その国の裁判所を訴えを提起することができ
る裁判所として定める合意（その国の裁判所のみを訴えを提
起することができる裁判所として定める合意を除く。）である
とき。
【丙案】においては、ア及びウ以外に合意が効力を有する場合
１３「補足説明」２７頁。
《資 料》
１８７
を定めないものとする。
（ウ略）
第４の３ 消費者契約に関する訴え ―甲案に賛成１４。イ―丙案に
賛成１５。
について、「特段の事情論」を積極評価する立場からは、ここでも
緩やかな規定を置いておき、第６の規律によって個別の事案に即して具
体的妥当性を図るのが筋だと考える１６。
について、消費者保護の観点から、管轄合意の効力を認めることに
はできるだけ慎重であって然るべきだと考える。
第５ 併合請求における管轄権
（中略）
 上記若しくはの他の請求又は上記の反訴の目的である請求
に係る訴えについて、
【甲案】日本の法令に日本の裁判所のみが管轄権を行使する旨の定
めがある場合において、管轄権を有することとなる事由が外国
にあるとき
【乙案】日本の法令に日本の裁判所のみが管轄権を行使する旨の定
めがある場合において、管轄権を有することとなる事由が外国
にあるとき、又は外国の裁判所のみを訴えを提起することがで
きる裁判所として定める管轄権に関する合意があるとき
１４「意見の概要」２７―２８頁によれば、甲案に賛成する者と乙案に賛成する者
とは拮抗していた。なお、「要綱」第２の１０では、甲案が採用されたよ
うである（民訴法改正案３条の４第１項も参照）。
１５「意見の概要」２９―３１頁によれば、丙案に賛成する者が相対的には多数で
あったようだが、いずれの案にも反対する者があるなど、意見にバラツキ
が見られた。なお、「要綱」第５の１アでは、基本的には甲案が採用され
たようである（民訴法改正案３条の７第５項１号も参照）。
１６「意見の概要」２８頁において引用されている。
「国際裁判管轄法制に関する中間試案」に対する意見
１８８
は、上記からまでの規律は適用しないものとする。
第５ 併合請求における管轄権 適用除外―いずれにも反対。
日本の基準によれば専属管轄であるべき事項であっても、問題となる
「外国」においては専属管轄とされていないことも考えられるのであり、
いずれにしても第６の規律によって対応すれば足りると思われる１７。
第８ 国際訴訟競合に関する規律
【甲案】
【Ａ案】
 外国裁判所に係属する事件と同一の事件について、訴えの提起
があった場合において、外国裁判所に係属する事件が判決によっ
て完結し、その判決が確定して民事訴訟法第１１８条の規定により
効力を有することとなると見込まれるときは、裁判所は、申立て
により又は職権で、その事件の判決が確定するまで訴訟手続を中
止することができるものとする。
 上記の規律による決定に対しては、不服申立てをすることが
できるものとする。
【Ｂ案】
 外国裁判所に係属する事件と同一の事件について、訴えの提起
があった場合において、外国裁判所に係属する事件が判決によっ
て完結し、その判決が確定して民事訴訟法第１１８条の規定により
効力を有することとなると見込まれるときは、裁判所は、その事
件の判決が確定するまで訴訟手続を中止することができるものと
する。
 上記の規律による決定に対しては、不服申立てをすることが
できないものとする。
１７「意見の概要」３８―３９頁において引用されている。同前３８頁によれば乙案
に賛成するのが大多数であったようだが、「要綱」第４では甲案が採用さ
れたようである（なお、民訴法改正案３条の１０も参照）。
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１８９
【乙案】
国際訴訟競合については、特段の規律を置かないものとする。
第８ 国際訴訟競合に関する規律―乙案に賛成。
訴えの先後にのみ決定的な地位を付与する甲案には、考え方の基本に
おいて全く賛成できない。また、さすがにもはや「補足説明」にも掲げ
られていないが、甲案に親和的なものとして、東京地判平成元年５月３０
日判時１３４８号９１頁を挙げる方もおられるかもしれない１８。しかし、この
判決は、むしろ、外国で先行する訴訟の承認可能性の予測の困難さを浮
き彫りにしたものである１９。甲案は、「……見込まれるときは」内国後訴
を「中止」するという形で承認予測説を薄めて採用しようとするものと
解されるが、「見込まれる」程度で内国後訴を規制しようとするのは甚
だ疑問である。
乙案でも、第６の規律による内国後訴の規制は可能であり２０、それと
同旨と解される先例もある（東京地判昭和５９年２月１５日下民集３５巻１＝４号
６９頁、東京地判平成３年１月２９日判時１３９０号９８頁）２１。
１８ 実際に、同判決が承認予測説の立場を採ったものと述べる、道垣内正人
「国際訴訟競合」高桑昭＝道垣内正人編『新・裁判実務大系第３巻国際民
事訴訟法（財産法関係）』（青林書院・２００２年）１４５頁、１５０頁がある。
１９ 同判決の判示については、既に、小林秀之〔判批〕渉外判例百選第３版
（有斐閣・１９９５年）２３８頁、２３９頁が、「具体的な結論としては承認可能性の予
測が困難であるとして規制を認めず、かえって同説〔承認予測説―引用者
注〕の問題点を浮き彫りにした形になっている」との決定的に重要な指摘
をしていた。
２０ 高橋ほか・前掲（注８）２０頁に、「特段の事情の中では、他国での訴訟係属
も考慮の中に入れてよいという頭だというところも、１つの隠れたポイン
トですね」との高橋発言がある。
２１ 以上の点も含め、承認予測説を痛烈に批判する、裁判官の代表的な見解
として、藤下健「国際裁判管轄研究会報告に関わる若干の問題点について」
判例時報２０２８号３頁（特に６頁注１２とそれが付された本文参照）、同「国際
訴訟競合の規律に関する若干の問題点について」判例時報２０５０号１２頁（以上、
２００９年）があり、研究者にとっても必読である。
「国際裁判管轄法制に関する中間試案」に対する意見
１９０
甲案を採用しつつ第６での規律も行うとしても、第６の規律によって
日本の管轄が否定されれば本規律の出番はないし、逆に第６の規律に
よって総合的に判断してもなお日本の方が適切な法廷地だと判断される
場合に本規律を働かせてしまっては、処理として統合失調的な印象を受
ける。さらに、「国際訴訟競合に関する規律」として甲案の内容のみが
条文化されるとすると、かえって我が国の規律について諸外国に誤解を
生じさせてしまうのではないか。
甲案の採用には反対である２２。
以上
２２ 以上は、「意見の概要」４６頁において、抜粋引用されている。なお、同前
４４―４６頁によれば乙案に賛成する者が３分の２以上を占めたようであり、
「要綱」には「国際訴訟競合に関する規律」は盛り込まれなかった（民訴法
改正案においても、同様である）。これだけは、本当によかったと考える。
臆せず正論を述べ続けた方々全てに、心から敬意を表する。
《資 料》
１９１
